
学校保健統計調査によると、ここ数年肥満傾向児の出現率は低下傾向にあるものの、肥満は、以前から子どもの健康課題の大きな一つとなっています。さらに、近年、メディアや友人の影響を最も受けやすい青少年期を中心とする痩身願望をはじめ、過度のダイエットから摂食障害に陥るケースもみられるようになり、児童期においても、摂食障害に関する個別的な相談指導を必要とすることがあります。
こうした肥満や痩身願望など食に関する健康課題を有する児童に個別の事情に応じた対応や相談指導を行うことが多く求められるようになり、とりわけ、食物アレルギーや摂食障害など医学的な対応を要するものも増加していることから、学級担任、栄養教諭または学校栄養職員、養護教諭、あるいは必要に応じて、主治医や専門家とも密接に連絡をとりながら、共通理解のもと、適切に対応することが大切です。
なお、いずれの個別的な相談指導においても、家庭における食生活管理が欠かせないことから、保護者の理解を促し、助言・支援などの働きかけを行うことが重要です。

以下、偏食傾向、肥満傾向、痩身願望、食物アレルギーに関する個別的な相談指導の要点を示します。







　







	
　　　保護者から、食物アレルギーのある児童の実態や主治医の指示についての情報を得る。






　１）献立の内容を各家庭に事前に周知し、保護者の注意を喚起する。　

２）医師の指示による原因物質の除去が必要な場合　
　　　・献立内容について事前に保護者に確認する。
・可能な限り原因食品を除いた給食や別の食品で代替した給食を提供する。
　　　・家庭からの弁当持参を認める。
３）個別対応に対する他の児童の対応がアレルギー児童へのストレスとなることもあり、精神的な面でのサポート体制を組むことも必要になる場合がある。対応内容について、保護者の理解を得るとともに、学級において他の児童が対応を不審に思ったり、いじめのきっかけになったりしないように十分配慮すること。


	
	









４．個別的な相談指導の進め方








肥満傾向の児童やその保護者に対しては、体重管理におけるバランスのとれた食事と適度な運動の重要性について支援します。児童の自主的・継続的な取組みが不可欠なことから、当該児童のセルフモニタリングによる自覚を促すと共に、保護者に対しては、食生活を中心とする生活習慣の見直しを促し、家庭における規則正しい食習慣を身に付けさせるよう働きかけます。











痩身願望の児童およびその保護者に対しては、肥満から発展するケースが多いことや、その兆候を見逃さないことなど、重篤に至る前に適切な対応をすることが欠かせません。日々の学校生活、家庭生活において注意深く見守ることの重要性を確認し、誤ったダイエットが健康に及ぼす影響やテレビコマーシャル、ファッション誌などの環境要因についても指導し、発達期における健康的な食欲と適正な食事量を具体的に把握できる学習機会を設けるなどの“食に関する指導”と並行し、未然防止をする健康教育に重点をおくことが重要です。何らかの問題行動や顕著な体重減少がみられるケースについては、保護者に専門医に相談するよう勧めるなど、重篤なケースに発展させないよう、保護者と教職員の密な連絡が欠かせません。











食物アレルギーのある児童およびその保護者に対しては、アレルゲン物質を除去した給食について説明し、それによって生じる不足栄養素を補給する食品などについて指導・助言します。食品加工のめざましい進歩により原材料の正しい把握が困難な場合もあり、慎重なリスク管理が欠かせないことを共に理解するなど、保護者と学校関係者の十分な話し合いの上で指導を行うことが大切です。














一般的な偏食傾向のある児童およびその保護者に対しては、まずは、偏食が及ぼす健康への影響について指導・助言し、偏りなく食べることの大切さを理解できるようにします。なお、特定の食品に対する偏食は、発達段階に応じて漸減していくことも多くあり、当該児童が偏食する食品について吟味し、決して食べることを強要するのではなく、調理法についてアドバイスをし、栄養面を考慮して代替食品を示すなどします。








◆原因・症状についての正確な情報の把握





◆指導計画の作成





◆実　施





























≪食物アレルギー対応実施の基準≫


・医師の診断により、食物アレルギーの原因物質が明確であること。


・医師からの原因食品の除去指示があること。


・家庭でも原因食品を除いた食事等を摂取していること。


・学校内の協議により、学校長の原因食品を除いた給食実施の決定があること。


不必要な食事制限は子どもの成長発達の妨げとなることから、対応の更新は年度ごとに行う必要があります。





校長、教頭、保健主事、学級担任、学校医、養護教諭、栄養教諭等の連携のもとに、指導方針を決定し、指導計画を作成する。





指導計画について保護者に説明し、実施について確認をする。


校長は、その内容を全教職員へ周知徹底し、共通理解を図る。





経過がわかるように、相談内容やアレルギー反応の具体的な内容などをケース別に


記録する。








◆評　価





◆指導計画の修正





留意点　





①児童の食物アレルギーに関する正確な情報の把握


②教職員全員の食物アレルギーに関する基礎知識の充実


③アナフィラキシーをはじめとする食物アレルギー発症時にとる対応の事前確認


④新規発症の原因となりやすい食物（ピーナッツ、種実、木の実類やキウイフルーツなど）を給食で提供する際の危機意識の共有及び発症に備えた十分な体制整備


























参照:｢学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン｣（平成20年３月  日本学校保健会発行）





以下のことを徹底する


ことが重要です。





個別的な相談指導は、児童や保護者に対して断片的な知識の提供や改善の強制をするのではなく、児童が個々に抱える健康や栄養の問題を解決するために、問題点の分析、それぞれに適した指導･助言、そして、指導後の評価を行いながら、その児童にとって適正な食生活の形成と改善を進めていく活動です。





　アレルギー反応により、じんましんなどの皮膚症状、腹痛や嘔吐などの消化器症状、呼吸困難


などの呼吸器症状が、複数同時にかつ急激に出現した状態をアナフィラキシーといいます。その


中でも、血圧が低下して意識の低下や脱力をきたすような場合を、特にアナフィラキシーショッ


クとよび、すぐに対応しないと生命にかかわる重篤な状態にあることを意味します。アナフィラ


キシーショックに対しては、早期のアドレナリンの投与が有効です。


　あらかじめアドレナリン自己注射薬を処方されている児童が、アナフィラキシーショックで生


命が危険な状態となった場合、救命の現場に居合わせた教職員が、自己注射薬を自ら注射できな


い本人に代わって注射することは、医師法違反にならないと考えられています。適切な対応につ


いての校内研修を行うなど、該当児童がアナフィラキシーショックを起こした場合の体制を整え


ておくことが重要です。








